精神障害者家族会の組織強化に関する一考察 by 山口 弘幸 & Hiroyuki Yamaguchi
― 39 ―
［現代社会学部紀要　17巻１号，Ｐ39－48（2019）（一般論文）］
要旨
　精神障害者家族会は、会員の高齢化や会員数の
減少など様々な課題が積み重なる中で、活動の衰
退化が進行している。精神障害者家族会の組織強
化に向けた視点と方法として、主体性と協働意識
を育む運営体制の整備、時代や地域に見合った家
族会活動の展開、活動を支援する外部の関係機関
との連携強化の必要性について、事例検討の中か
ら見い出すことができた。
　組織活動の開放化や地域の支援関係者の継続的
な関わりの中で、新規の家族が家族会に結びつく
ことが組織強化並びに活性化を考える上で重要で
ある。
はじめに
　精神障害者家族会は、統合失調症、躁うつ病な
どの精神疾患がある人を身内にかかえる家族が集
まり、互いに悩みを分かちあい、共有し、支えあ
うセルフヘルプ・グループ（以下SHG）の一つ
である。SHGについて、窪田（2002）は、「自助・
共助を軸とした集団であって、専門家による、専
門性に裏付けられた指導や教育の限界を超えよう
とする社会的活動を共有する、さまざまの領域
の、さまざまな立場の集団」であり、「エンパ
ワーメントが期待できる貴重なサポートの場」と
述べる。また横山（2009）はこうした精神障害者
家族会の活動について、「家族会は、家族同士が
悩みを語り合い、支えあう場を提供するだけでな
く、学習の場となったり、不足している精神保健
福祉の推進に働きかけるなど、重要な地域資源の
一つとなっている」と述べているが、その一方で
「多くの家族会の会員の高齢化がすすみ、新たな
会員を受け入れる力が乏しい現状にある」とも指
摘しており、精神障害者家族会の果たす役割の大
きさとともに活動の停滞と衰退が懸念されている。
　こうした精神障害者家族会の活動について、障
害者基本法第23条第２項において、「障害者の家
族に対し、障害者の家族が互いに支え合うための
活動の支援その他の支援を適切に行うものとす
る」として、国及び地方自治体による支援の位置
づけを明示している。しかしSHGとしての自主
性や主体性、文化的特性や運動的性格を尊重する
あまり、SHGとしての組織的脆弱性への認識並
びに支援のイメージや方法について構築できず
に、行政機関や専門家の側がSHGへの継続的な
関わりや支援をためらう状況が見受けられてい
る。三好（2015）は、こうした状況の中で、「専
門家によるSHG理解を深めていくには、回復機
能研究や、回復者のストーリーとともに、グルー
プが抱える問題、失敗事例の分析、失敗からのリ
カバリーの分析など様々な角度からSHGに起き
る現象を蓄積していくアプローチが必要になって
きている」とSHG理解の再考の必要性について
述べている。
　筆者はこうした三好の見解に立ちつつ、精神障
害者の家族を取り巻く状況と精神障害者家族会の
意義や組織特性に着眼して、精神障害者家族会の
組織強化や活発化のあり方について積極的に検討
を行うことは、充実望まれる精神障害者の家族支
援の観点からも重要であると考える。
　本稿では、精神障害者の家族を取り巻く状況を
踏まえつつ、精神障害者家族会の現状と課題につ
いてまず明示する。その上で組織再生から活性化
をはたした精神障害者家族会の活動事例の調査報
告をもとに、精神障害者家族会の組織強化に向け
た視点と方法について検討を行いたい。
　なお精神障害者家族会は、全国組織、都道府県
連合会、単位家族の概ね３つの階層に分かれてお
り、単位家族会には、病院家族会、地域家族会、
施設家族会が存在する。本稿では、精神障害者家
族会の中心組織である地域家族会を対象に論を進
める。
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１　精神障害者の家族を取り巻く状況
　精神疾患の発病は、思春期前後に多く、その経
過において慢性化・長期化しやすい傾向にあり、
また病気の経過の不透明さゆえに、生活を共にす
る多くの家族はその渦中で悩み苦しんでいる。ま
た精神疾患のメカニズムが生み出す障害への理解
や福祉的支援について、日常生活の場面において
は、これまで大きく家族の肩に委ねられてきた歴
史性を持つ。近年ではこうした「ケアの担い手と
しての家族」から「支援そのものを必要としてい
る家族」としての認識が深められつつある。
　精神障害者と家族の生活状況として、精神障害
者家族会の全国組織である全国精神保健福祉会連
合会は、「精神障がい者の生活と治療に関するア
ンケート」の中で、７割を超えて親と同居してい
る状況を明らかにしている。そうした中での家族
支援の充実に向けて、「精神障がい者の自立した
地域生活の推進と家族が安心して生活できるため
の効果的な家族支援等のあり方に関する全国調
査」を実施してきた。ここでは精神障害者の家族
を取り巻く状況について、平成29年度の全国調査
をもとに概観したい。
　回答した家族の基本属性として、平均年齢が
69.3歳となっており、家族の高齢化が進展してい
ることが伺える。家族の困難な経験として、本人
の病状悪化時には、５割以上の家族が、意思疎通
がうまくできないなど多様な症状への対応に苦慮
していることや本人がいつ問題を起こすかという
恐怖心が強くなったと述べ、危機的な状況の中で
家族自身の精神状態・体調に不調が生じたとの回
答が寄せられている。また家族の３割以上が実際
に暴言や暴力を経験している。そうした家族の精
神的健康状態について、Ｋ６日本語版を用いて評
価した結果、うつ病や不安障害を発症する可能性
が高いという５点以上の人の割合は、親、兄弟、
配偶者、子どもといった立場別にとらえても５割
以上を占めている。家族の介護負担を軽減する支
援体制の構築が求められている。
　家族が求める支援として、本人の病状が悪化し
た時に、家族では対応が困難となることから、
77.9％の家族が、精神保健等の専門職が訪問して
本人に働きかけることを望んでいる。また５割以
上の家族が24時間態勢で相談にのってくれること
や本人との話し合いの場への同席や対応の検討、
すぐに入院できるように搬送してくれることを望
む声が寄せられている。支援する家族がいなく
なってしまった場合の心配事として、77.6％の家
族が特に緊急時の対応を挙げており、訪問型の精
神科医療の整備の必要性が示されている。そして
日常生活上では、生活支援、経済面の問題への解
答が６割以上寄せられており、親亡き後など支援
する家族がいなくなってしまうことへの不安が強
いことも示されている。
　家族への支援の状況については、信頼して相談
できる専門家がいると回答したのは67.7％で、相
談できる専門家が主治医であると63.7％の回答が
よせられている。しかし、治療や福祉制度に関す
る情報提供には、いずれも約５割が不満足である
とし、約３割の家族が相談できる人がいないとい
うことが明らかとなっている。本人の状態として
は、２割が日中何もしていないと回答が寄せられ
ており、福祉サービスの利用状況について、障害
者総合支援法の障害支援区分の認定については、
受けていないが約４割で、わからないという回答
が５割を占めている。そうした中で障害者総合支
援法のサービスを利用していないという回答が
44.5％と最も多かった。現在の状況に満足してい
る家族は少なく、障害者総合支援法のサービスを
充分に利用することなく、地域での生活を送って
いることが推測される。
　そうした状況の中で、家族が精神障害者家族会
に今後期待する活動としては、複数回答の中で
「お互いの悩みや苦労を打ち明けて話し合い、励
ましあう」（77.0％）が最も高く、「病気や医療に
ついての知識を学ぶ」（73.1％）、「障害年金やさま
ざ ま な 制 度 の 内 容 や 利 用 の 仕 方 を 学 ぶ 」
（68.9％）、「本人への接し方を学ぶ」（68.0％）、
「行政や関係機関への働きかけ」（60.0％）が続い
ている。「レクリエーションなどの活動」（28.2％）
や「作業所などの事業の運営」（27.2％）について
は低い。家族同士の支えあいと学びあいを中心
に、社会への働きかけを行う活動が求められてい
る。（表１）
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（表１）家族会に対して期待する活動
全国精神保健福祉会連合会（2018）「精神障がい者の自立した地域生活の推進と家族が安心して
生活できるための効果的な家族支援等のあり方に関する全国調査」報告書より抜粋
　こうした全国調査から読み取れるものとして、
家族の多くが高齢化し、充分な治療や福祉サービ
ス等の情報提供が受けられていない中では、日常
生活上の介護において疲弊している可能性が示さ
れている。そして相談できる体制が充分に整備さ
れていない中では、本人の症状悪化時といった緊
急対応では、家族への心理的・身体的影響が大き
く、日常での介護負担や将来への不安がつのる中
で、家族自身の精神的健康の状態にも悪影響が出
ていることも示唆されている。専門職による積極
的な支援と家族支援の充実が求められている。そ
うした状況下で、家族支援における精神障害者家
族会の存在意義として、現在の社会の環境や支援
構造が許容できない家族固有の苦しみや悲しみを
補完しようと試みる場であること、そのことを基
点としながら家族同士が孤立せず、支えあい、学
びあいながら絆を結び合う場であることが理解で
きる。
２　精神障害者家族会の現状と課題
　日本における精神障害者家族会は、1950年代頃
から治療協力者としての家族への期待から、一部
の病院や保健所が開いた家族教育のための学習会
にルーツがあるとされている。1965年には全国組
織である全国精神障害者家族会連合会が誕生し、
精神保健医療福祉の施策の推進の要請や家族によ
る全国的なニーズ調査、共同作業所設立運動な
ど、地域での支援が貧しく、乏しい時代の中で
は、家族会は学習や家族同士の支えあいにとどま
れず、状況を変える運動体としての性格を強く帯
びるようになった。その後保健所による家族会育
成への支援を受ける中で全国各地に家族会の設立
が拡がっていった経過がある。
　こうした歴史性から地域の単位家族会には、病
院を基盤とする病院家族会、地域を基盤とする地
域家族会、 施設を基盤とする施設家族会があり、
近年では親の会のみならず兄弟姉妹の会や子ども
の会など家族会のあり方は多様化してきており、
2013年４月時点において、全国に1,198の単位家
族会があるとされている。
　全国精神障害者家族会連合会が補助金の流用問
題により解散後、精神障害者家族会の全国組織と
なった全国精神保健福祉連合会は、精神障害者家
族会の活動の３本柱として、「相互支援」、「学
習」、「社会的運動」の３つを挙げている。こうし
た「相互支援」、「学習」、「社会的運動」のあり方
について、佐々木ら（2002）は、「社会資源の不
足を、家族会が担い、役割を果たしてきたことに
よって、家族会が本来持つべき家族同士の親睦、
支えあいをする余裕が乏しく、機能が低下してい
る」と述べ、事業所の設立・運営といった社会的
運動に偏りすぎず、家族会の本来の目的である家
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族同士の親睦や支えあいの機能の重視をする必要
性について指摘している。また同様に池末
（2004）は、「市町村職員の継続的支援あってこ
そ、家族会は当事者活動として再スタートでき
る」と「相互支援」を中心にすえた活動への期待
とともに市町村職員による家族会への継続的支援
の必要性について述べている。こうした精神障害
者家族会の活動に関する指摘を踏まえつつ、精神
障害者家族会の現状と課題について、全国精神保
健福祉会連合会が行った『2012（H24）年度｢家族
会｣全国調査』をもとに概観したい。
　家族会の活動状況について、例会の開催回数
は、１年間で平均7.8回となっており、年12回以
上の開催が27.0%ともっとも多い。例会のテーマ
は、①近況報告、②病気の治療や知識、③親なき
あと、④医療・福祉制度のことと続いている。現
在まで取り組んでいる活動としては、「家族同士
悩みや苦労を打ち明けて話し合い、励ましあう」
が92.8％と９割以上を占めている。次いで「家族
の体験に基づいた知識や情報を得られる」が
85.0％、「(専門家から)病院や医療についての知識
を学ぶ」が68.2％、「(専門家から)本人への接し方
や、家族としての心構えを教わる」が67.6％と
なっている。
　家族会の活動の内容であるが、「家族や本人に
対する相談活動」が最も多く、とてもあてはまる
とややあてはまるを加えると、70.5％である。次
は「他の関係団体と連携した活動」であり、
60.1％となっている。そして「地域の福祉施設運
営の協力」が50.6％と続いている。「地域の福祉
施設の運営」については、27.4％となっている。
障害者自立支援法による法人化の流れの中で多く
の家族会が施設運営から離れ、協力という形に
移ったことが反映されている。「会のＰＲや資金
集めのための活動」は39％となっている。
　家族会の組織体制や課題について、家族会の活
動状況は「停滞」や「衰退」していると６割以上
の家族会が回答し、「安定」や「発展」と回答し
た家族会はおよそ３割であった。そして家族会が
抱える問題としては、「会員の高齢化」、「役員の
なり手がいない」、「新しい会員が増えない」とい
う回答が８割以上寄せられている。また会長の平
均年齢は、71.3歳となっている。またここ３年間
での会員数の増減では、「減っている」と約５割
の家族会が回答し、「増えている」と回答した家
族会は約２割という回答であった。会員が減り、
新規の会員が増えない中では、会員はそのまま高
齢化し、役員のなり手もまた少なくなる傾向があ
ることが伺える。
　家族会への支援の有無では、保健所や市町村役
場について「あてはまらない」と回答した家族会
が「保健所」（54.8％）、市町村役場（46.7％）で
あった。支援者がいない理由については、精神保
健福祉業務の市町村移管（41.3％）、障害者自立
支 援 法 の 施 行（40.5 ％）、 保 健 所 の 統 廃 合
（37.3％）と続いている。保健所の統廃合や市町
村への業務移管が進展する中で、保健所が家族会
の支援から手を引いていること、移管された市町
村役場では、家族会に対する支援の必要性に関す
る認識が十分でないことが推測される。
　こうした全国調査を踏まえた精神障害者家族会
の現状と課題として、「社会的運動」から「相互
支援」、「学習」を中心とした活動が志向される一
方で、会員数の減少や高齢化による活動の衰退化
が進行している。そしてそうした家族会に対する
支援について、市町村を中心とした支援体制の構
築の中から取り残され、関係機関の関与が希薄化
している状況にある。
　
３　佐世保市精神障害者家族会「ゆみはり会」の
活動
　精神障害者家族会の組織強化を検討するにあた
り、家族会活動が活性化している事例の選定を
行った。事例の選定にあたっては、全国精神保健
福祉会連合会が家族会活動の活性化のものさしと
して、①会員が増えているか、②役員会の充実、
③定例会の充実、④会報の定期発行、⑤家族相
談、⑥要望活動の６つを示しているが、これらの
基準を参照し、家族会の県連組織である長崎県精
神障害者家族会連合会の協力のもと、長崎県下の
精神障害者家族会の活動状況について調査を実施
した。
　長崎県精神障害者家族会に所属している地域家
族会は、2018年10月現在、17団体会員数198名と
なっている。10年前の2008年度には、所属団体25
団体会員数313名となっており、全国的な家族会
活動の停滞や衰退の状況と長崎県の状況も重なる
面がある。そうした中で、上記６つの基準を満た
し、かつ家族会の組織的な危機状況を乗り越えた
経緯を持つ佐世保市精神障害者家族会「ゆみはり
会」（以下ゆみはり会）の活動について取り上げ
る。その理由として、停滞期および衰退期にある
精神障害者家族会の組織強化を検討するにあた
り、具体的かつ有用な示唆が得られるものと推察
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されるためである。
　ゆみはり会の活動については、会長へのインタ
ビュー調査の結果や会報、事業報告書、記念誌等
の資料を中心にまとめている。
Ⅰ　概要
名称 ゆみはり会
設立 1989年11月27日
会員数 33名（平成29年度31名）
役員会 年12回（毎月１回実施）
定例会 年12回（毎月１回実施）
会報発行 年12回（毎月１回実施）
家族相談 ・家族相談員の配置
・「水曜の会」の実施
・家族による「家族学習会」の開催
要望活動 佐世保市への精神保健医療福祉の
充実に係る各種陳情活動の展開
Ⅱ　会の設立とこれまでのあゆみ
　ゆみはり会は、佐世保市保健所で1989年11月に
16名の精神障害者の家族が集い設立された。当初
の会の目的として、「この会は、会員相互の親睦
を図り、お互いの悩み、苦しみ、喜びを分かち励
ましあいながら、精神障害者の社会復帰の促進に
協力することを目的とする」とされ、保健所によ
る支援を受けながら徐々に力をつけて、行政に働
きかける社会的活動等を積極的に展開するように
なった。1990年には様々な陳情活動並びに当時の
市長の差別発言に対する抗議などを行っている。
　1991年からは家族会に対する市の補助金を受け
デイケア活動を開始している。さらに家族会によ
る作業所の設立を目指して、農園の経営やバザー
などが行われるようになった。そうした活動を下
地に、1996年には精神障害者を支える市民団体
「チーム・フォー・バイ・フォー」の発足や1997
年の小規模作業所「喫茶どりーむ」の運営に関わ
るようになった。同時期に会の活動場所も保健所
から地域の市民センターに移る中で自立的な家族
会活動の運営が志向されるようになった。また精
神障害者保健福祉手帳のサービス拡充の陳情を行
う中で１級・２級の手帳取得者への市営バスの無
料化を実現し、1999年からは第２作業所である
「わくわくワーク」の開所など「社会的運動」の
活動が大きくなり、様々な施設の運営に委員を派
遣するようになった。しかしこうした「社会的運
動」の充実の影に、家族会の定例会や総会への家
族の参加者が徐々に減少し始めたという。そうし
た中で共に歩みを進めてきた市民団体である
「チーム・フォー・バイ・フォー」は、NPO法人
化を果たし、2001年から精神障害者地域生活支援
センター「ふれんず」を運営するようになり、活
動が活発化しはじめた。
　ゆみはり会は、家族会そのものには一般会員が
集まらず、予算も不足し、会員の高齢化に伴う役
員の固定化が進んでいく状況に徐々におちいって
いったという。そうした中で2004年には市の家族
教室OB会の閉鎖に伴う影響から一般会員の参加
者が増加したが、同時期に会を中心的に牽引して
きた役員が健康上を理由に相次いで会の活動から
離脱することになり、家族会の活動が停止しかね
ない危機的状況に陥った。その後危機的状況を新
旧の会員相互で共有する中で乗り越え、会の運営
のあり方等について見直しが図られるようになっ
た。デイケア活動である「火曜の会」の活動も活
発化し、以後旅行やレクリエーション活動が充実
するようになっていった。
　近年の活動としては、2007年に会の会則にある
目的を「この会は、会員が互いに支え合い、学び
合い、働きかけながら、精神障害者の社会参加や
就労を含めた生活の質の向上に協力することを目
的とする」と変更し、家族による家族のための活
動を中心にすえる中で、2010年からは家族による
家族のための家族学習会が開催されている。また
同時期に「喫茶どりーむ」へ運営委員を出すこと
もなくなり「社会的運動」から「相互支援」、「学
習」を中心とした活動への転換が図られている。
Ⅲ　組織強化に向けた取り組み
　ゆみはり会の組織強化に向けた取り組みとし
て、会員相互の議論でまとめられた「ゆみはり会
活性化のための10ポイント」の提言とその後の組
織体制の見直しにその特徴をみることができる。
　「ゆみはり会活性化のための10のポイント」
は、会員が減少し、役員の高齢化や固定化が進ん
だ2004年に、活動を牽引してきた会長、副会長、
書記が相次いで健康上の理由による退会や入院と
なる危機的状況に陥った際に作り上げられたもの
である。新旧の会員が、危機意識を共有して、会
建て直しのための模索と準備を続ける中で、会員
に対し「ゆみはり会のために私にできる仕事」や
「会の活性化のための私の提案」という２つのア
ンケートを実施し、会員全体で協力する中で会建
て直しのためのプランとして「ゆみはり会活性化
のための10のポイント」が徐々に練り上げられた
という経過がある。（表２）
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（表２）ゆみはり会活性化のための10のポイント
　その後「ゆみはり会活性化のための10のポイン
ト」をもとに、運営体制の見直しと点検が図ら
れ、係制による会の活動の役割分担の明確化や前
任者がサブとしてサポートする支援体制の構築な
どが行われるようになった。また同時に会則改定
も行われる中で、委員の選任と事業担当者の運営
責任の見直しが図られ、一部の担当者の過重な負
担とならないよう文言の修正がなされている。会
の危機的状況がきっかけとなって、会の活動に対
する会員の主体化が進み、結果として組織強化に
結びつくこととなった。
Ⅳ　今後の展開
　会員が自分の悩みを抱え込むことなく元気を保
てるように、自由に思いを語り合える機会をでき
るだけ多く設けることを目指している。また当事
者が将来の生活力を養う場として、家族の安らぎ
の場としてのデイケア活動「火曜の会」を「水曜
の会」に変更し、今後も実施していく。そして近
年は市町村の障害福祉課からの依頼で家族への相
談対応が求められることが多くなってきている。
市町村との関係構築をさらに進めていく中で、多
くの家族が家族会につながる機会を増やすととも
に、「家族による家族学習会」を通じた家族支援
を行う中で、家族学習会参加者の家族会への参加
も促していくことを目指している。そしてこれま
で協調してきた「チーム・フォー・バイ・フォー」
をはじめとした相談支援事業所や地域活動支援セ
ンター等に対して運営委員の派遣等を通じて、連
携をさらに深めていく予定である。
４　精神障害者家族会の組織強化に向けた視点と
方法
　精神障害者の家族の多くは高齢化し、充分な治
療や福祉サービス等の情報提供、相談できる体制
が充分に整備されていない中では、家族への心理
的・身体的影響が大きく、家族自身の精神的健康
の状態にも悪影響が出てきている。専門職による
積極的な支援とともに家族支援の充実が求められ
ている。しかしこれまで家族支援を担ってきた精
神障害者家族会は、会員の高齢化や会員数の減少
など様々な課題が積み重なる中で、現在活動の衰
退化が進行してきている。こうした点を踏まえ
て、精神障害者家族会の組織強化の視点と方法と
しては、どのようなものが求められているのだろ
うか。
　本事例にみるゆみはり会の活動の歴史を見る
と、発展の時期もあるが、衰退の時期もあった。
衰退の時期をいかに乗り越えて活性化してきた
か、その動的プロセスは、精神障害者家族会の歴
史的なあゆみや組織特性を踏まえた他の精神障害
者家族会の組織強化のあり方を考える上でも参考
となりうる。こうした活動の歩みから考えられる
精神障害者家族会の組織強化に向けた視点と方法
について、次の３点が考えられる。
　まず１点目として、主体性と協働意識を育む運
営体制の整備が挙げられる。本事例からは、会の
中心人物の離脱による危機的状況の脱却の中で、
新旧の会員間が一体感を持って会の活性化に向け
た運営方針を定め、その後の活動を支える役員体
制の強化と協働体制の推進化が図られている。こ
のことは、新規会員にとって精神障害者家族会の
目的や理念を学び、組織活動への参加の動機づけ
や活動に必要とされる知識や技術を身につける組
織社会化の機会ともなっている。岡（2006）は、
SHGにおける会員意識を育む組織的社会化の必
要性として、『「仲間意識」だけでは組織は発展し
ない。組織の目的を明確に理解し、自分が組織に
① 三役不揃いの現状を打開するため、新しい役員体制を発足させることが急務である。
② 役員会をしっかり機能させるために、ある程度動ける人に役員になってもらう。
③ 現在の会則の不備を正し、新しい体制に適合した規定に改訂する必要がある。
④ 月例会に活気をもたらし、全員が参加意識をもてるような運営の仕方を工夫する。
⑤ 一部の人への負担過重を避け、係制を導入し仕事はできるだけ全員に分け合う。
⑥ 支え合い、学び合い、働きかけの場としての会の原点を常に踏まえて活動する。
⑦ 親睦会などを通して会員相互の親交を深め、もっと明るいムードの会にしていく。
⑧ 会の活動をもっと広くアピールして会員の拡大を図り、未加入者への援助も行う。
⑨ 会員としての責任を自覚し、国策に主体的に働きかけられる強い会にしていく。
⑩ 病状や家庭事情の多様を理解し合い、あせることなく、思いやり深い会にしていく。
ゆみはり会（2009）「明日への一歩 ゆみはり会20周年記念誌」より抜粋
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対してもつ役割を認識し、その役割を実行しよう
という動機づけができている状態、すなわち「会
員意識」をそれぞれの構成員がもつ必要がある』
と述べているが、精神障害者家族会の組織強化に
おいても、SHGとしての同質性や相互支援の理
念に支えられた仲間意識のみならず、会員意識、
所属意識を高めていくアプローチと協働体制の整
備が重要である。
　次に２点目として、時代や地域に見合った家族
会活動の展開が考えられる。本事例では、多くの
家族会のあゆみと同様に、会設立後は運動体とし
ての機能が求められ、小規模作業所の開設と運営
など「社会的運動」の充実に会の活動の重心が置
かれてきた。しかし魅力ある会の活動の継続と発
展を検討していく中で、会の活動のあり方も変化
し、障害者自立支援法以後、施設運営を市民団体
に委ねる中で、「相互支援」と「学習」を機軸と
しながら「水曜の会」を通したデイケア活動と会
員相互の親睦会の企画、「家族による家族学習会」
の開催を行っている。「家族による家族学習会」
について、蔭山（2014）は、「高齢化・固定化し
て機能が低くなった家族会組織を再生し、発展さ
せるためには、家族学習会の会員外実施が有効だ
と考えられた。今後は、会員外実施の有効性を担
当者の研修で強調し、実施家族会が会員外実施に
取り組むことを促す必要がある」と述べる中で、
精神障害者家族会の組織発展の関連について示唆
している。また家族会に未入会の家族が、家族学
習会をきっかけに家族会に加入した割合が５割を
超えていること、特に参加者の年齢層が若いた
め、若い会員の増加が見込めることを指摘してい
る。そして横山ら（2014）は、若い会員の増加が
家族会の世代交代と家族会活動の活発化につなが
ることを事例調査の中で指摘している。こうした
点から「家族による家族学習会」を家族会会員に
のみとどめるのではなく、未会員の家族に向けて
参加を促していくことは新規会員の獲得を通した
組織強化を考える上でも重要である。
　そして３点目として、活動を支援する外部の関
係機関との連携強化の必要性が挙げられる。本事
例では、多くの家族会と同様に当初保健所の後押
しを受ける中で、家族会活動を展開されてきた。
しかし地域保健法の改正により保健所の統廃合の
影響により、保健所と家族会との関係性が希薄化
し、市町村への精神保健福祉業務の窓口移管から
市町村との関わりを重視するようになっていっ
た。また市民団体や様々な施設に委員を派遣する
ことを通して、活動へのサポートを受けつつ、家
族会活動の周知広報活動を展開されてきた。そう
した中で家族相談の必要があれば家族会に問い合
わせがあり、その中で家族が家族会につながる
ケースがみられている。こうした家族支援を核と
して、外部の関係機関との連携を強化すること
は、家族会の存在を地域にアピールすることにも
つながり、周知広報とネットワーク形成という面
で有益であることが考えられる。
　SHGの組織成長のプロセスとして、田尾
（2002）は、「セルフヘルプの集団が組織に成長す
る過程で、さまざまのシステムとしての骨格を整
備するなかで、自閉的でなくすることがマネジメ
ント全般の中核をなすことはいうまでもない。」
と述べ、「外部の集団や組織との連携を考えるこ
と、とくに、プロフェッショナルとの連携は欠か
すことができない。」と指摘している。これらは
運営体制の整備を図る中で開放性ある組織を目指
すことや外部組織の支援の取り込みを図ることの
重要性を示唆しており、上記の分析結果とも類す
るものでもある。また精神障害者家族会の全国組
織である全国精神保健福祉会連合会は、前述した
『2012（H24）年度「家族会」全国調査』の結果か
ら、今後の家族会に求められる支援と取り組む活
動として、次の５つの提言を明示している。（表
３）
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　こうした精神障害者家族会に求められる支援と
取り組む活動からも、精神障害者家族会の組織活
動の開放化の重要性だけでなく、組織活動の開放
化に向けた地域の支援関係者の継続的な関わりが
求められていることが示唆されている。その中で
関係機関や専門職には、家族会の新規の立ち上げ
から活動状況に応じた支援、既存のサービスとの
連携の中で、家族が家族会につながることを期待
されている。こうした課題やニーズがあるという
ことを、改めて専門職や関係機関が認識を持ち、
互いの役割を理解しあいながら相互の結びつきを
より深め、新しい家族が家族会に結びついていく
中で、精神障害者家族会の組織強化と活性化がも
たらされるのではないかと考える。
おわりに
　本稿では、精神障害者家族会の組織強化に向け
た視点と方法について、事例検討を通して、主体
性と協働意識を育む運営体制の整備、時代や地域
に見合った家族会活動の展開、活動を支援する外
部の関係機関との連携強化の必要性について見出
すことができた。また組織活動の開放化と地域の
支援関係者の継続的な関わりの中で、新規の家族
が家族会につながることにより組織強化と活性化
に結びついていくことを考察した。しかし本考察
は、一定程度会員がおり、衰退傾向がみられる家
族会には参考となろうが、例会も開けず、実質休
会状態にある家族会に対しては、別のアプローチ
が必要であることが考えられる。近年いくつかの
単位家族会が集まって、地域連絡会を立ち上げ、
協働活動や相互支援を行う活動が展開されはじめ
ている。そうした地域連絡会の意義と役割につい
ては今後の検討課題としたい。
　地域包括ケアシステムの構築に向けて、自助、
互助、共助、公助の４つの視点が近年重要視され
ているが、特に重要なことはそれぞれの領域のも
つ機能性と限界性を認識しつつも、互いを補い合
うネットワークの構築が求められている状況性へ
の認識である。SHGとしての同質性を支えとし
た生きた知恵を得られる精神障害者家族会は、
フォーマルサービスではなし得ない貴重な自助と
互助の場であり、家族支援の充実が求められる
今、その固有の価値が有効に機能できるよう、
様々な関係機関や専門職との新たな関係性が結ば
れていく中で、精神障害者家族会の活性化が図ら
れていくことを祈念したい。
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運営に協力してください。
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り、家族会の活力につながります。
③ ｢家族教室｣の開催を求めます。そこに参加した家族に家族会を紹介し、家族会につなげる努力をし
てください。相談に来た家族にも同様に紹介してください。
④ 例会は定期的に開催し、若い家族がつながる家族会にしていきたい、そのために関係者は、例会運
営が定着するまで支援してください。
⑤新しい家族会の育成を進めてください。
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